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当社子会社による、英国Veripos社株式公開買付けの結果のお知らせ 

  

 当社は、平成25年11月15日の「当社子会社による、英国Veripos社株式の取得に関するお知らせ」および同

11月27日の「当社子会社による、英国Veripos社株式の取得に関する条件変更のお知らせ」にてお知らせ致し

ました通り、ノルウェー国オスロ証券取引所において上場されているVeripos Inc.(英国、以下「Veripos社」)

の株式を対象に共同公開買付けの募集を行っておりましたが、本公開買付期間が平成25年12月27日午後4時30

分(中央ヨーロッパ標準時)をもって終了しましたので、下記の通りその結果をお知らせ致します。 

 

記 

１．本公開買付けの概要 

 (1)公開買付者 

   当社連結子会社であるTOPCON EUROPE B.V.が、Veripos社の筆頭株主であるSiem Industries, Inc.と、

共同で公開買付けを行いました。 

 (2)公開買付けの対象会社 

    Veripos Inc. 

 (3)公開買付期間 

     2013年11月27日 ～ 2013年12月27日 

 (4)公開買付価格 

    1株当たり35ノルウェークローネ 

   （1ノルウェークローネ＝17.00円換算の場合、1株当たり595円。為替レートは以下同じ） 

 (5)上限応募株式数および下限応募株式数 

   上限応募株式数および下限応募株式数はいずれも設けておりません。 

 (6)決済日 

   本公開買付け完了の14日以内に決済する予定です。 
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２．本公開買付けの結果 

 (1)応募の状況 

   応募株式数(発行済株式総数に占める応募株式数の割合) 

       70,154株 (0.21%) 

   内、当社に割当てられる株式数（発行済株式総数に占める当社に割当てられる株式数の割合） 

      70,154株 (0.21%) 

 (2)応募された株式の買付けに要する資金 

     2,455,390ノルウェークローネ(約41百万円) 

 上記は、当社に割当てられる株式数に、上記１．(4)の公開買付け価格を乗じて算定しています。なお、

公開買付け資金には、手許現金を充当いたします。 

 (3)本公開買付けによるVeripos社の保有割合の異動 

    本公開買付け前の保有割合   0% 

    本公開買付け後の保有割合    0.21% 

 

３．今後の見通し  

 本公開買付けの結果による今年度(平成26年3月期)の当社連結業績への影響は軽微であります。Veripos

社株式については、現在Hexagon AB(スウェーデン)により再度公開買付けの募集が行われており、その買

付価格は1株あたり37ノルウェークローネとなっております。今後の対応については現在精査中であり、

公表すべき事項等が生じた場合には速やかにお知らせ致します。 

 

 

以 上 

 

＜注意事項＞ 

 本資料には会社の予想、予測、見積もり、前提に基づいた将来予想に関する記述が含まれています。これら

の記述は、将来の業績を保証するものではなく、予測の困難なリスクや不確実性を含んでいます。そのため、

様々な要因の変化により、実際の結果は記述されている将来見通しとは大きく異なる可能性があります。リス

クや不確実性には、当社の市場を取り巻く経済状況が、特に政府の農業政策、公共投資及び民間設備投資の動

向、為替レート、自然災害の発生、市場における競争的な価格プレッシャー及び市場に受け入れられる製品を

当社が設計・開発し続けていく能力などが含まれます。但し、業績に影響を与える要素はこれらに限定される

ものではありません。 

 

 本資料は、情報提供を行うことのみを目的としており、本公開買付けへの応募の勧誘等を目的として作成さ

れたものではありません。本資料は、有価証券にかかる売付け等の申込みの勧誘、買付け等の申し込みに該当

するものではなく、また、それらの一部を構成するものでもありません。本資料の全部もしくは一部またはそ

の配布の事実が本公開買付けにかかるいかなる契約その他の合意の根拠となることはなく、また、本公開買い

付けにかかる契約等の締結に際し、本資料に依拠することはできないものとします。 

 


